
 

令和３年度 石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーションガイドライン

改訂検討会 設置要綱 

 

 

1．目的 

解体等工事の際のリスクコミュニケーションについては、平成 25年の大防法改正の際

の参議院附帯決議においてリスクコミュニケーションの増進の措置を講ずることとされ

たことを受け、環境省は平成 29年４月、主に解体等工事の発注者や自主施工者を対象と

した「建築物等の解体等工事における石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーショ

ンガイドライン」（以下「リスクコミュニケーションガイドライン」という。）を公表し

ているところである。また、今般の法改正に係る参議院附帯決議においてもリスクコミ

ュニケーションが進むよう必要な措置の検討を行うこととされている。 

本検討会では、現行のリスクコミュニケーションガイドラインについて、大防法の改

正内容を反映するとともに、最新のリスクコミュニケーションの事例を収集し、必要な

改訂を行うことを目的とする。 

 

2．検討内容 

（1）石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーションの事例収集 

（2）石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーションに係るガイドラインの改訂 

（3）その他ガイドライン策定に必要な事項 

 

3．運営 

（1）本検討会は、別紙に掲げる学識経験者、地方自治体職員等 8名で構成する。 

（2）本検討会には、座長を置き、座長は、検討会の議事を整理する。 

なお、座長は、委員の互選により決定する。 

（3）本検討会は公開で行うこととし、検討会資料についても個人や団体等が特定される

ような情報を除き、原則として公開する。 

（4）検討会の事務は、環境省の請負業者が行う。 

（5）その他、検討会の運営にあたり必要な事項は、座長が定める。 

 

４．開催時期・回数 

令和３年 10 月１日～令和４年３月 25日の期間中、３回程度開催する。 
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